
成果指標 背景・要因の分析

(1)若年無業者率（15～34歳人口に
占める割合）
【進展】
県、国、ＮＰＯ法人等の関係機関

が連携し、生活面から就労支援な
ど多様な支援を行っており、成果指
標は国勢調査（5年毎）の数値を目
標値としているが、毎年行われる労
働力調査において、若年無業者率
は、平成27年の4.0％から平成30年
は3.1％と0.9ポイント改善している。
また、主な予算事業の若年無業者
職業基礎訓練事業において、無業
者状態からの改善率が７年間平均
では91.6％と事業目標値（90％以
上）を達成している。

上記の改善状況により、達成状況
は進展と考えている。

(2)登校復帰率
（小）進展遅れ】
【（中）進 展】
【（高）達成見込】
児童生徒を取り巻く環境の変化に
伴い、様々な理由により不登校児童
生徒は年々増加し、不登校となる背
景も多様・複雑である。登校復帰に
向けた取組として、小中アシスト相
談員の配置やスクールカウンセラー
の配置、支援機関へのつなぎ等に
取り組んでおり、高校においては達
成見込みであるが、中学校におい
ては進展、小学校においては進展
遅れとなっている

政策ツール

成 果 指 標 目標値（R3年度） 基準値 実績値 達成状況

1. 若年無業者率（15～34歳人口に占める割合） 1.50％ 1.91％(H17) 1.95％（H27) 進 展

2. 登校復帰率
（小） 35.0％
（中） 40.0％
（高） 40.0％

（小） 28.3％（H24）
（中） 27.8％（H24）
（高） 33.0％（H24）

（小） 20.7％（H29）
（中） 36.3％（H29)
（高） 39.8％（H29)

（小）進展遅れ
（中）進 展
（高）達成見込

3. 刑法犯少年の検挙・補導人員 971人以下 1,106人以下 799人（H30） 達 成

主な予算事業

事業・取組
（事業年度）

事業の種別
事業費
（うち国費）

事業の概要 目標値 実績値 達成状況

青少年交流体験事業
（H24～R３）
（子ども生活福祉部）

県単事業
52百万円
（0百万円）

県内の青少年を他県に派
遣し、交歓交流・学習の機
会を設けること等により、
青少年の健全育成を図る

【H30年度目標】
青少年交流体験事業派遣
児童数 252人

【H30年度実績】
青少年交流体験事業派遣
児童数 269人

達 成

放課後や週末等の児童
生徒の安全・安心な活
動拠点支援（H24～R３）
（教育庁）

県事業
各省補助

204百万円
（102百万円）

小中学校等の余裕教室を
活用し放課後子ども教室
推進事業を実施する市町
村に対し補助するほか、
推進委員会を設置し、指
導者等の研修会を実施

【H30年度目標】
・放課後子ども教室実施市
町村数への支援
・参加した大人の延べ数
40,000人

【H30年度目標】
・放課後子ども教室の実施
23市町村（214教室）
うち支援市町村数
21市町村（148教室）
・参加した大人の延べ人数
53,424人

達 成

地域学校協働活動推進
事業（学校・家庭・地域
の連携協力推進事業）
（H24～R３）
（教育庁）

県事業
各省補助

268百万円
（133百万円）

地域住民等が参画した地
域学校協働本部を設置し、
学習支援など様々な活動
を実施することで、地域の
教育力の向上を図る

【H30年度目標】
ボランティア参加延べ数
235千人

【H30年度目標】
ボランティア参加延べ数
219千人

概ね達成

若年無業者職業基礎訓
練事業
（H24～）
（商工労働部）

県事業
ソフト交付金

205百万円
（164百万円）

若年無業者（ﾆｰﾄ）に対し
職業的自立を促すため基
礎的な職業訓練等を実施

【H30年度目標】
訓練受講者（68名）のうち、
若年無業者状態からの
改善：90%

【H30年度実績】
訓練受講者の内（67名）、若
年無業者状態からの改善：
85.1%

概ね達成

将来像 Ⅱ 心豊かで、安全・安心に暮らせる島
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政策ツール 背景・要因の分析

(3)刑法犯少年の検挙・補導人員
【達成見込】
青少年健全育成事業における街
頭補導活動、立ち直り支援活動及
び非行防止教室の開催等により、
少年の非行防止対策が図られ、そ
の結果、刑法犯少年の検挙・補導
人員は減少傾向にあり、目標値の
達成に影響したものと考えられる。

将来像 Ⅱ 心豊かで、安全・安心に暮らせる島

基本施策番号・名称 ２-(２) 子育てセーフティネットの充実

施策展開番号・名称 ２-(２)-ウ子ども・若者の育成支援

沖縄21世紀ビジョン基本計画等 検証シート

事業名
（事業年度）

事業の種別
事業費
（うち国費）

事業の概要 目標値 実績値 達成状況

子ども・若者育成支援事
業（H26～）
（子ども生活福祉部）

県単事業
261百万円
（０百万円）

困難を有する子ども・若者
に対する支援を行うため、
子ども・若者支援地域協議
会を開催するとともに、子
ども・若者総合相談セン
ター運営を支援する

【H30年度目標】
・子ども・若者支援地域協議
会の開催 ２回
・センターの運営支援

【H30年度実績】
・子ども・若者支援地域協議
会の開催 ２回
・センターの相談件数
1,327名、5,588件（累計）

達 成

教育相談・就学支援員
配置事業（県立高校）
（H24～R３）
（教育庁）

県事業
ソフト交付金

133百万円
（106百万円）

不登校生徒の登校復帰を
促すため、支援を必要とす
る県立高校に就学支援員
を派遣し、校内外における
支援体制等を構築する

【H30年度目標】
・就学支援員配置校数

15校

（H30年度実績】
・就学支援員配置校数

17校
達 成

スクールカウンセラーの
配置（小中学校）H24～
R3）
（教育庁）

県事業
各省補助

178百万円
（58百万円） ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ等を学校に

配置し、児童生徒、保護者、
教職員の相談にあたり、学
校における教育相談体制
の充実を図る

【H30年度目標】
SC配置校数
小中学校 345校

【H30年度実績】
SC配置校数
小中学校 345校

達 成

スクールカウンセラーの
配置（県立学校）（H24～
R３）（教育庁）

県事業
各省補助

146百万円
（百万円）

【H30年度目標】
SC配置校数
県立学校 50校

【H30年度実績】
SC配置校数
県立学校 52校

達 成

小・中学生いきいき支援
事業（H24～R３）
（教育庁）

県事業
ソフト交付金

81百万円
（65百万円）

小中アシスト相談員を教育
事務所に配置し、不登校
や問題行動等の課題を抱
える学校に派遣する

【H30年度目標】
登校復帰率
小学校 33.2％
中学校 38.6％

【H30年度実績】
登校復帰率
小学校 24.2％
中学校 37.3％

進 展

青少年健全育成事業
（H24～R３）
（県警本部）

県単事業
117百万円
（０百万円）

非行防止教室の開催、ｽ
ｸｰﾙｻﾎﾟｰﾀｰの活用、少年
警察ボランティア等と連携
し非行少年の立ち直り支
援や健全育成活動を推進

【H30年度目標】
非行防止教室の開催
非行少年の検挙・補導活動
少年の立ち直り支援活動

【H30年度実績】
・非行防止教室参加者数
687校､206団体､289,846人
・非行少年検挙・補導活動
799人

・少年の立ち直り支援活動
1,153回

達 成

青少年等支援事業(H24
～H29）
（沖縄市）

市町村事業
ソフト交付金

132百万円
（105百万円）

青少年教育相談員を配置
し、訪問相談、巡回指導を
行うとともに、青少年指導
員による夜間街頭指導を
行う。 また、困難を有する
若者や家族を支援する。

【H29年度目標】
午前・午後の巡回指導200
回
夜間の巡回指導 250回
青少年教育相談指導員へ
の研修 年10回

【H29年度実績】
午前・午後の巡回指導384
回
夜間の巡回指導 263回
青少年教育相談指導員へ
の研修 年10回

達 成

主な予算事業
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政策ツール 背景・要因の分析

将来像 Ⅱ 心豊かで、安全・安心に暮らせる島

基本施策番号・名称 ２-(２) 子育てセーフティネットの充実

施策展開番号・名称 ２-(２)-ウ子ども・若者の育成支援

沖縄21世紀ビジョン基本計画等 検証シート
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成果指標 背景・要因の分析

(1)困窮世帯の割合（沖縄県子ども
調査）（小中学生調査）
【進展遅れ】
子供の貧困緊急対策事業により支
援員の配置等が進んだことで、保護
者をサポートする体制が整備された。
また、沖縄県子どもの貧困対策推
進基金を活用し市町村において就
学援助の拡充等が図られた。さらに、
平成24年以降の県内経済の拡大に
伴い、完全失業率は大きく低下し、
女性の労働参加率の改善などと
いった雇用環境の変化も影響したこ
となどにより、困窮世帯の割合は低
下したと思われる。

(2)困窮世帯の割合（沖縄県子ども
調査）（高校生調査）
【―】
今年度調査を実施することとしてお
り（年度末に結果公表予定）、現時
点では基準値と実績値が同じ値で
あることから評価できない。

(3)乳幼児健康診査の受診率（乳児）
【進展】
母子健康手帳交付時の保健指導
や乳幼児家庭に対する訪問支援等
により、乳幼児検診受診率は、少し
ずつ上昇しているが、目標値の達成
に向けては、保護者に対する更なる
周知が重要である。市町村担当者
に対する研修会や事例の共有化等、
保健所による市町村支援を引き続
き実施していく。

成 果 指 標 目標値（R3年度） 基準値 実績値 達成状況

1. 困窮世帯の割合（沖縄県子ども調査）（小中学生調査） 20％ 29.9％（H27） 25.0％（H30） 進展遅れ

2. 困窮世帯の割合（沖縄県子ども調査）（高校生調査） 20％ 29.3％（H28） 29.3％（H28) ―

3. 乳幼児健康診査の受診率（乳児） 95.0％ 87.6％（H23） 90.7％（H29) 進 展

4. 保育所入所待機児童数（顕在・潜在） ０人（維持） 9,000人(H23) 3,459人（H30) 進 展

5. 養育支援訪問事業の実施市町村数 31市町村 12市町村（H23) 26市町村（H30） 達成見込

6. 登校復帰率
（小） 35.0％
（中） 40.0％
（高） 40.0％

（小） 28.3％（H24）
（中） 27.8％（H24）
（高） 33.0％（H24）

（小） 20.7％（H29）
（中） 36.3％（H29)
（高） 39.8％（H29)

（小）進展遅れ
（中）進 展
（高）達成見込

7. 高等学校中途退学率 1.4％ 1.9％（H23） 2.0％(H29) 進展遅れ

8. 地域等における子どもの学習支援実施市町村（無料塾等） 41市町村 ４市町村（H23） 40市町村（H29) 達成見込

9. 若年無業者率（15～34歳人口に占める割合） 1.50％ 1.91％(H17) 1.95％（H27) 進展

10. 就職相談から就職に結びついたひとり親家庭の数（累計） 800世帯 84世帯（H23） 740世帯（H30) 達成見込

11. 正規雇用者（役員を除く）の割合 62.5％ 59.6％（H25） 61.4％（H30) 進 展

将来像 Ⅱ 心豊かで、安全・安心に暮らせる島

基本施策番号・名称 ２-(２) 子育てセーフティネットの充実

施策展開番号・名称 ２-(２)-オ 子どもの貧困対策の推進
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政策ツール 背景・要因の分析

(4)保育所入所待機児童数（顕在・
潜在）
【進展】
待機児童解消に向けた保育所等の
整備、認可外施設の認可化及び保
育士の確保等を積極的に行った事
により、平成30年度の保育定員の
目標値である、58,435人を上回る
60,375人を確保した結果、待機児童
数は毎年減少している。一方で、潜
在需要の掘り起こしにより保育ニー
ズが増加しているため、今後も引き
続き市町村と連携し、待機児童の解
消を目指す。

(5)養育支援訪問事業の実施市町
村数
【達成見込】
市町村児童相談体制強化事業にお
ける研修の実施等により、養育が困
難と認められる家庭に対して指導、
助言等を行う「養育支援訪問事業」
の意義が周知され、同事業の実施
市町村数は順調に増えている。今
後は、未実施市町村の首長に直接
説明し働きかけるなど、引き続き取
り組みを強化していくことで目標の
達成を目指す。

将来像 Ⅱ 心豊かで、安全・安心に暮らせる島

基本施策番号・名称 ２-(２) 子育てセーフティネットの充実

施策展開番号・名称 ２-(２)-オ 子どもの貧困対策の推進

沖縄21世紀ビジョン基本計画等 検証シート

事業名
（事業年度）

事業の種別
事業費
（うち国費）

事業の概要 目標値 実績値 達成状況

子どもの居場所づくり
への支援（内閣府）

国直轄
2,493百万円
（2,477百万円）

子供の貧困に関する各地
域の現状を把握し、子供を
支援に繋げるための調整
を行う子供の貧困対策支
援員の配置や地域の実情
に応じて学習支援等を行う
子供の居場所の運営支援
等を行う。

照会中 照会中 照会中

子供の貧困対策支援
員の活動支援及び子
供の居場所の設置運
営の促進（H28～R３）
（子ども生活福祉部）

県事業
内閣府補助

203百万円
（203百万円）

市町村が配置する子供の
貧困対策支援員への研修、
市町村事業（貧困対策支
援員の配置及び居場所の
設置）の成果の分析・評
価・普及のため報告会等
の実施及び学生ボランティ
アの居場所への派遣

【H30年度目標】
・支援員の配置人数 119人
・支援員研修の実施
・居場所の設置数 143件
・大学生ボランティア派遣
50か所・120人以上

【H30年度実績】
・支援員の配置人数 117人
・支援員研修の実施 5回
・居場所の設置数144件
・大学生ボランティア派遣
72か所、180人

達 成

市町村児童相談体制強
化事業（H29～R1）（子ど
も生活福祉部）

県単事業
3百万円
（-）

市町村が実施する各種訪
問支援事業の訪問員等を
対象とした研修を実施し、
家庭の支援体制を強化す
る

【H30年度目標】
・養育支援訪問事業実施に
係る助言・指導 25市町村
・家庭訪問支援者に対する
研修等の実施 2回（4日間）

【H30年度実績】
・養育支援訪問事業実施に
係る助言・指導 26市町村
・家庭訪問支援者に対する
研修等の実施 3回（4日間）

達 成

民生委員・児童委員活動
の推進（H２４～R３）
（子ども生活福祉部）

県、市町村事業
県単事業

610百万円
（７百万円）

民生委員に対する研修の
実施や制度・活動に対する
広報活動など、民生委員
が活動しやすい環境の整
備に取り組む

【H30年度目標】
・民生委員の年間活動日数
202,250人日

【H30年度実績】
・民生委員の年間活動日数
184,628人日

概ね達成

子ども・若者育成支援地
域ネットワーク形成支援
事業（H29～）
（子ども生活福祉部）

県単事業
31百万円
（０百万円）

困難を抱える子ども・若者
の支援活動を行う民間団
体へ助成するほか、各支
援機関の役割等について
相互理解を深め、支援ネッ
トワーク構築を図る

【H30年度目標】
・助成団体数 ７回
・体験型研修の実施

【H30年度実績】
・助成団体数 6回
・研修参加者 295人

達 成

主な予算事業
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政策ツール 背景・要因の分析

(6)登校復帰率
【（小）進展遅れ】
【（中）進 展】
【（高）達成見込】
児童生徒を取り巻く環境の変化に
伴い、様々な理由により不登校児童
生徒は年々増加し、不登校となる背
景も多様・複雑である。登校復帰に
向けた取組として、小中アシスト相
談員の配置やスクールカウンセラー
の配置、支援機関へのつなぎ等に
取り組んでおり、高校においては達
成見込みであるが、中学校におい
ては進展、小学校においては進展
遅れとなっている。

(7)高等学校中途退学率
【進展遅れ】
「スクールカウンセラー配置事業」
等により中途退学が懸念される生
徒の支援に取り組み、県立高校の
中途退学率は改善したものの、平
成25年度調査から比較的中途退学
率の高い通信制高校の生徒も調査
対象に含まれたことなどにより県全
体の数値は悪化したため、達成状
況は進展遅れとなっている。

将来像 Ⅱ 心豊かで、安全・安心に暮らせる島

基本施策番号・名称 ２-(２) 子育てセーフティネットの充実

施策展開番号・名称 ２-(２)-オ 子どもの貧困対策の推進

沖縄21世紀ビジョン基本計画等 検証シート

事業名
（事業年度）

事業の種別
事業費
（うち国費）

事業の概要 目標値 実績値 達成状況

私立幼稚園就園奨励費
（H24～R1）
（教育庁）

各省補助
449百万円
（449百万円）

公・私立幼稚園間における
保護者負担の格差是正を
図るため、入園料、保育料
を軽減する市町村に対し、
国が補助を行う

【H30年度目標】
・就園奨励事業の実施市町村
に対する支援の実施

【H30年度実績】
市町村による幼稚園就園奨
励費の受給者数 1,669人

達 成

待機児童解消のため
の支援（H24～R３）
（子ども生活福祉部）

県事業
ソフト交付金
各省補助等

50,756百万円
（45,957百万円）

待機児童の解消に向けて、
保育所等の整備や認可外
保育施設の認可化促進、
保育士確保など総合的な
取組を推進する

【H30年度目標】
・認可化促進等による待機児
童減少数 1,250人
・保育士加配による０歳児待
機児童受入可能数 24人
・指導監督基準達成施設数
198施設
・認可外施設のうち、支援を受
けた施設の割合 85％

【H30年度実績】
・認可化促進等による待機児
童減少数 554人
・保育士加配による０歳児待
機児童受入可能数 33人
・指導監督基準達成施設数
158施設
・認可外施設のうち、支援を
受けた施設の割合 78％

進 展

延長保育事業
（H27～R１）
（子ども生活福祉部）

県単事業
375

750百万円
（０ 375百万円）

地域のニーズに応じ、延長
保育事業を実施する市町
村を支援することにより、子
育て支援の充実を図る

【H30年度目標】
・延長保育事業への支援
459件

【H30年度実績】
・延長保育事業への支援
573件

達 成

教育相談・就学支援員
配置事業（県立高校）
（H24～R３）
（教育庁）

県事業
ソフト交付金

133百万円
（106百万円）

不登校生徒の登校復帰を
促すため、支援を必要とす
る県立高校に就学支援員
を派遣し、校内外における
支援体制等を構築する

【H30年度目標】
・就学支援員配置校数

15校

（H30年度実績】
・就学支援員配置校数

17校
達 成

スクールカウンセラー
の配置（県立学校）
（H24～R３）（教育庁）

県事業
各省補助

146百万円
（百万円）

ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ等を学校に
配置し、児童生徒、保護者、
教職員の相談にあたり、学
校における教育相談体制
の充実を図る

【H30年度目標】
SC配置校数
県立学校 50校

【H30年度実績】
SC配置校数
県立学校 52校

達 成

こども医療費助成
（H24～R３）
（保健医療部）

県単事業
7,194百万円
（－）

市町村が実施するこども医
療費助成事業に対し、対象
経費の２分の１を補助する

【H30年度目標】
こども医療費助成の実施
入院：中学3年まで
通院：就学前まで

【H30年度実績】
助成件数 1,722,259件

達 成

主な予算事業
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政策ツール 背景・要因の分析

(8)地域等における子どもの学習支
援（無料塾等）
【達成見込】
生活困窮世帯等に対する子どもの
学習支援は、小中学生対象に26市
町村、高校生対象に10市町で実施
した。また、市町村において、世帯
の所得を制限せずに地域で学習支
援を実施しており、上記の学習支援
と合わせて40市町村で実施となり、
概ね成果指標を達成している。
なお、生活困窮世帯等に対する子
どもの学習支援については、支援児
童のうち、中学３年生190人（合格率
96.9%）が高校に合格、高校３年生
150人（合格率86.7%)が大学等に合
格した。

(9)若年無業者率（15～34歳人口に
占める割合）
【進展】
県、国、ＮＰＯ法人等の関係機関
が連携し、生活面から就労支援な
ど多様な支援を行っており、成果指
標は国勢調査（5年毎）の数値を目
標値としているが、毎年行われる労
働力調査において、若年無業者率
は、平成27年の4.0％から平成30年
は3.1％と0.9ポイント改善している。
また、主な予算事業の若年無業者
職業基礎訓練事業において、無業
者状態からの改善率が７年間平均
では91.6％と事業目標値（90％以
上）を達成している。

上記の改善状況により、達成状況
は進展と考えている。

将来像 Ⅱ 心豊かで、安全・安心に暮らせる島

基本施策番号・名称 ２-(２) 子育てセーフティネットの充実

施策展開番号・名称 ２-(２)-オ 子どもの貧困対策の推進

沖縄21世紀ビジョン基本計画等 検証シート

事業名
（事業年度）

事業の種別
事業費
（うち国費）

事業の概要 目標値 実績値 達成状況

地域住民等の協力によ
る学習支援(地域未来
塾)（H27～R３）
（教育庁）

県事業
各省補助

166百万円
（82百万円）

経済的理由等で家庭学習
が困難である児童生徒に
対し、地域住民等の協力を
得て、学習支援（地域未来
塾）を行う市町村の取組を
支援する

【H30年度目標】
学習支援（地域未来塾）を実
施した市町村数 ６市

【H30年度実績】
学習支援（地域未来塾）を
実施した市町村数11市町村

達 成

沖縄県子育て総合支援
モデル事業
（H24～R３）
（子ども生活福祉部）

県事業
ソフト交付金

978百万円
（782百万円）

準要保護世帯等の小中学
生及び児童扶養手当受給
世帯等の高校生を対象と
した学習支援を実施する

【H30年度目標】
・学校以外で勉強する時間
（当該事業による時間を含
む１日あたり）が増加した児
童生徒の割合 60％
・支援対象児童の生徒の大
学等進学率 60％

【H30年度実績】
・学校以外で勉強する時間
（当該事業による時間を含
む１日あたり）が増加した児
童生徒の割合 66.7％
・支援対象児童の生徒の大
学等進学率 86.7％

達 成

子どもの学習支援事業
（生活困窮者自立支援
事業（任意））
（H24～）
（子ども生活福祉部）

県事業
各省補助

190百万円
（100百万円）

生活保護世帯及び生活困
窮世帯を対象として、子ど
もの学習支援や進路相談、
親への養育支援等を行う

【H30年度目標】
生活保護世帯及び生活困
窮世帯の支援児童数 80人

【H30年度実績】
生活保護世帯及び生活困
窮世帯の支援児童数 99人

達 成

要保護・準要保護児童
生徒就学援助事業（H24
～R3）
（教育庁）

市町村事業
－
（－）

生活保護法に規定する要
保護者及び要保護者に準
ずる程度に困窮している準
要保護者に対して学用品
費等の費用を補助するな
どの就学援助を行う

【H30年度目標】
要保護・準要保護児童生徒
を対象とした学用品費等の
支援

【H29年度実績】
要保護・準要保護児童生徒
を対象とした学用品費等の
支援 34,134人

達 成

放課後児童クラブ支援事業
（H２４～R３）
（子ども生活福祉部）

県事業
ソフト交付金

14,101百万円
（7,429百万円）

放課後児童クラブに対し、
公的施設活用の促進や運
営費を支援することで、ク
ラブの環境改善、保護者
の負担軽減等を図る

【H30年度目標】
・公的施設活用クラブ新規
設置数 10施設

【H30年度実績】
・公的施設活用クラブ新規
設置数 12施設

達 成

沖縄県子どもの貧困対策
推進基金事業（市町村支援
事業）
（H28～R３）
（子ども生活福祉部）

県単事業
1,183百万円
（百万円）

子どもの貧困対策を着実
かつ効果的に推進するた
め、沖縄県子どもの貧困対
策推進基金条例に基づき、
市町村が実施する事業に
対する費用の支援を行う

【H30年度目標】
子どもの貧困対策に係る市
町村事業の支援の実施

【H30年度実績】
子どもの貧困対策に係る市
町村支援件数 34市町村

達 成

主な予算事業
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政策ツール 背景・要因の分析

(10)就職相談から就職に結びつい
たひとり親家庭の数（累計）
【達成見込】
ひとり親家庭の自立を支援するため、
就業相談、就業支援講習会、求人
情報の提供等一貫した就業支援
サービスを実施し、平成30年度まで
に就職相談から就職に結びついた
ひとり親世帯は740世帯であること
から目標値の800世帯を達成する見
込みである。

(11)正規雇用者（役員を除く）の割合
【進展】
正規雇用の拡大を図るため、非正
規従業員の正規雇用化を図る県内
企業に対し、従業員研修費用の
一部助成や専門家派遣を実施し、
平成30年度までに527人の正規雇
用化が図られており、人手不足を背
景とした企業における人材確保に向
けた取組が促進されたことと連動し
て、非正規雇用者（役員を除く）の割
合の改善に寄与したものと考える。

将来像 Ⅱ 心豊かで、安全・安心に暮らせる島

基本施策番号・名称 ２-(２) 子育てセーフティネットの充実

施策展開番号・名称 ２-(２)-オ 子どもの貧困対策の推進

沖縄21世紀ビジョン基本計画等 検証シート

事業名
（事業年度）

事業の種別
事業費
（うち国費）

事業の概要 目標値 実績値 達成状況

高等学校等奨学のための
給付金事業
（H26～R3）
（教育庁）

県事業
各省補助

4,822百万円
（1,563百万円）

授業料以外の教育費負担
を軽減するため、高校生等
がいる低所得世帯を対象
に奨学のための給付金を
支給する

【H30年度目標】
低所得世帯の高校生等を対
象とした授業料以外の教育
費の支援

【H30年度実績】
低所得世帯の高校生等を
対象とした授業料以外の教
育費の支援 12,527人

達 成

若年無業者職業基礎訓
練事業
（H24～）
（商工労働部）

県事業
ソフト交付金

205百万円
（164百万円）

若年無業者（ﾆｰﾄ）に対し
職業的自立を促すため基
礎的な職業訓練等を実施

【H30年度目標】
訓練受講者（68名）のうち、
若年無業者状態からの
改善：90%

【H30年度実績】
訓練受講者の内（67名）、若
年無業者状態からの改善：
85.1%

概ね達成

緊急委託訓練事業(母子家
庭の母等コース)
（H14～ ）
（商工労働部）

県事業
各省補助

32百万円
（32百万円）

就職を希望する母子家庭
の母等のうち、職業能力の
開発を必要とする者に対し
て民間教育訓練機関を活
用した職業訓練により、早
期就職を支援する

【H30年度目標】
緊急委託訓練修了者の就
職率 75％

【H30年度実績】
緊急委託訓練修了者の就
職率 77.8％

達 成

ひとり親家庭生活支援
モデル事業（H24～R3）
（子ども生活福祉部）

県事業
ソフト交付金

606百万円
（485百万円）

ひとり親家庭が地域で自
立した生活が送れるよう、
生活・就労支援、子育て支
援、子どもへの学習支援な
ど総合的支援を行う

【H30年度目標】
・支援世帯数 60世帯
・支援期間満了世帯のうち
自立した世帯の割合100％

【H30年度実績】
・支援世帯数 85世帯
・支援期間満了世帯のうち
自立した世帯の割合100％

達 成

子育て世帯・中高年齢者就
職総合支援事業
（H30～R２）
（商工労働部）

県事業
ソフト交付金

32百万円
（26百万円）

ひとり親世帯や中高年齢
者を対象に個々の職業経
験及び能力、生活の状況
や働き方の希望等に応じ
た研修と職場訓練を実施

【H30年度目標】
・事前研修受講者数 50人
・本事業による就職率85％

【H30年度実績】
・事前研修受講者数 65人
・本事業による就職率72％

達 成

正規雇用化企業応援事業
（H27～R１）
（商工労働部）

県事業
ソフト交付金

21百万円
（17百万円）

非正規従業員の正規雇用
化を図るため、県内企業に
対し、従業員研修に係る費
用（旅費及び宿泊費）の一
部を助成する

【H30年度目標】
・本事業により正規雇用化さ
れた従業員数 55人

【H30年度実績】
・本事業により正規雇用化さ
れた従業員数 57人

達 成

主な予算事業

努力義務・配慮義務・特例措置

沖振法条文番号・見出し 実施主体 成果（例）

第84条の
４

子育ての支援等 市町村
・施設数は平成24年度393施設から平成30年度741施設に増加（348施設増）
・保育定員数は平成24年度33,517人から平成30年度56,123人に増加（22,606人増）
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成果指標 背景・要因の分析

(1) 「軽度・中等度難聴児保障既購
入助成事業」実施市町村数
【達成見込】

制度周知等により、軽度・中等度
難聴児補聴器購入費助成事業を実
施する市町村数が徐々に増加して
いるが、未実施の市町村への周知、
説明等に取り組む必要がある。

(2)グループホーム等数（障害福祉
サービス）
【達成見込】

全国的に施設から地域へと移行を
推進する流れになってきており、30
年度からは、より重度の方でも地域
生活ができるよう、日中支援型のグ
ループホームなど、国の制度におい
ても新たなサービスが追加されてい
る。

(3)発達障害児（者）支援協力医療
機関数
【達成見込】

特定の医療機関に診断が集中し
ないよう、発達障害の診療等を行っ
ている医療機関を２年ごとに更新・
周知し、その数も徐々に増加してい
る。

政策ツール

成 果 指 標 目標値（Ｒ３年度） 基準値 実績値 達成状況

1. 「軽度・中等度難聴児保障既購入助成事業」実施市町村数 28市町村 ― 24市町村（H30） 達成見込

2. グループホーム等数（障害福祉サービス） 350箇所 157箇所（H23） 305箇所（H30） 達成見込

3. 発達障害児（者）支援協力医療機関数 35機関 19機関（H22） 34機関（H30） 達成見込

4. 障害者実雇用率 2.30％ 1.80％（H23） 2.73％（H30） 達成

5. 福祉施設から地域生活への移行者数 856人 495人（H23） 758人（H30） 達成見込

6. 障害者就労系サービス事業所の平均工賃月額 16,279円 12,892円（H22 ） 14,940円（H30） 進展

7. 障害者スポーツ活動団体数 38団体 22団体（H22） 31団体（H30） 進展

8. 登録手話通訳者・要約筆記者の数 199名 49名（H23） 112名（H30 ） 進展遅れ

主な予算事業

事業・取組
（事業年度）

事業の種別
事業費

（うち国費）
事業の概要 目標値 実績値 達成状況

軽度・中等度難聴児補聴
器購入費助成事業
（H27～R３）
（子ども生活福祉部）

県、市町村事業
各省計上

5百万円
（-）

軽度・中等度難聴児の健全な発
達を支援するため、補聴器の購
入等を支援する

【H30年度目標値】
購入事業を行う市町村数
24市町村

【H30年度実績】
購入事業を行う市町村数
24市町村

達 成

障害児者福祉施設整備
事業費（H24～R３）
（子ども生活福祉部）

県事業
ハード交付金

77百万円
（62百万円）

障害者の地域における「住まいの
場」の確保のため、グループホー
ム等の創設、老朽化援施設等を
改築を行う

【H30年度目標】
・整備支援件数 １件
・改築・修繕助成件数 ２件

【H30年度実績】
・整備支援件数 ５件
・改築・修繕助成件数 ３件

達 成

発達障害者支援センター
運営事業（H24～R３）
（子ども生活福祉部）

県事業
各省計上

197百万円
（98百万円）

発達障害児（者）を総合的に支援
するため、沖縄県発達障害者支
援センターを設置し、相談業務等
を行う

【H30年度目標】
・相談件数 600件
・研修等の実施 150件

【H30年度実績】
・相談件数 792件
・研修等の実績 129件

達 成

障害者就業・生活支援セ
ンター事業（H24～R３）
（子ども生活福祉部）

県事業
各省計上

212百万円
（106百万円）

障害者の就業生活の自立を図る
ため、就業及びこれに伴う日常生
活、社会生活上の支援を行う

【H30年度目標】
支援員の配置箇所（就労の
定着） ５圏域

【H30年度実績】
支援員の配置箇所（就労の
定着） ５圏域

達 成

職場適応訓練事業費
（H24～R３）
（商工労働部）

県、事業者事業
各省計上

121百万円
（60百万円）

障害者等の雇用につなげるため、
事業所での業務等の訓練を行う

【H30年度目標】
職場適応訓練受講者 30名

【H30年度実績】
職場適応訓練受講者 14名

進展遅れ

障害者等雇用開拓・定着
支援事業(障害者等就業
サポート) （H24～R３）
（商工労働部）

県単事業
119百万円

（－）

働く障害者の就業定着を支援す
るため、アドバイザーによる相談、
助言を実施する

【H30年度目標】
・アドバイザー配置数 ６人
・企業等訪問件数 1,440件

【H30年度実績】
・アドバイザー配置数 ６人
・企業等訪問件数 1,366件

達 成

将来像 Ⅱ 心豊かで、安全・安心に暮らせる島

基本施策番号・名称 ２-(３) 健康福祉セーフティネットの充実

施策展開番号・名称 ２-(３)-イ 障害のある人が活動できる環境づくり

沖縄２１世紀ビジョン基本計画等 検証シート
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政策ツール 背景・要因の分析

(4)障害者実雇用率
【達成】
平成30年6月時点で障害者実雇用
率は2.73％（全国１位）となり目標を
達成し、障害者雇用者数も過去最
高を更新している。主な要因として
は、障害者の法定雇用率の引き上
げ等に伴う雇用障害者数の増加や、
本県で初開催となった全国アビリン
ピックの取組を通じて障害者雇用の
理解が促進されたこと、関係機関が
連携し、一体となって雇用促進に取
り組んだことなどが考えられる。

(5)福祉施設から地域生活への移行
者数
【達成見込】
全国的に施設から地域へと移行を
推進する流れになってきており、グ
ループホームの創設等により地域
移行が進んでいる。

(6)障害者就労系サービス事業所の
平均工賃月額
【進展】
事業所へのアドバイザー派遣や事
業所職員向け研修会の実施、県・
市町村等の障害者優先調達の推進
等に取り組んだことが要因と考えら
れる。

(7)障害者スポーツ活動団体数
【進展】
団体数は伸びてきているが、関係
団体等と協力し、障害者スポーツ振
興の取組をさらに普及させる必要が
ある。

将来像 Ⅱ 心豊かで、安全・安心に暮らせる島

基本施策番号・名称 ２-(３) 健康福祉セーフティネットの充実

施策展開番号・名称 ２-(３)-イ 障害のある人が活動できる環境づくり

沖縄２１世紀ビジョン基本計画等 検証シート

税制等

軽減措置の名称（対象年度）
適用数量・金額
（24～29年度）

目標値（33年度） 実績値（29年度） 達成状況

沖振法条文番号・見出し 実施主体 成果（例）

§84の4 子育ての支援等 国及び地方公
共団体

障害児福祉施設の整備については、社会福祉施設等施設整備費国庫補助金の補助率は県3/4、国2/3
となっているが、沖縄振興特別措置法の補助率である県5/6、国4/5が適用され、整備費が確保しやすく
整備が円滑に行えた。

努力義務・配慮義務・特例措置

事業・取組
（事業年度）

事業の種別
事業費
（うち国費）

事業の概要 目標値 実績値 達成状況

精神障害者地域移行・地
域定着促進基金事業
（H24～R３）
（子ども生活福祉部）

県単事業
２２百万円
（－）

精神障害者の地域移行・地域定着
を促進するため、コーディネーター
の配置、院内委員会への地域援助
事業者の参画を支援する

【H30年度目標】
・コーディネーターの配置
５圏域
・院内委員会への補助
３医療機関

【H30年度実績】
・コーディネーターの配置
４圏域
・院内委員会への補助
４医療機関

達 成

障害児等療育支援事業
（H24～R３）
（子ども生活福祉部）

県単事業
206百万円
（－）

在宅の障害児(者)を地域で支える
ため、身近な地域で療育指導等が
受けられる療育機能の充実を図る

【H30年度目標】
支援事業実施箇所数(累計)
10箇所

【H30年度実績】
支援事業実施箇所数
11箇所

達 成

障害者工賃向上支援事
業（H24～R３）
（子ども生活福祉部）

県事業
各省計上

9百万円
（7百万円）

障害者の自立した生活を支援する
ため、障害者就労等サービス事業
所利用者の工賃水準の向上を図る

【H30年度目標】
・アドバイザー派遣事業所数
６箇所
・研修会参加事業所数
34箇所

【H30年度実績】
・アドバイザー派遣事業所数
９箇所
・研修会参加事業所数
169箇所

達 成

障害者スポーツの推進
（H24～R３）
（子ども生活福祉部）

県単事業
２７９百万
(12百万円）

障害者の自立・社会参加の促進、
県民の障害者への理解を深めるた
め、障害者スポーツ大会への派遣、
参加人口の拡大等を推進する

【H30年度目標】
全国大会派遣人数 80人

【H30年度実績】
全国大会派遣人数 105人

達 成

地域生活支援事業(専門・
広域的事業)（H24～R３）
（子ども生活福祉部）

県事業
各省計上

165百万円
（82百万円）

障害者等の自立した日常生活又は
社会生活のため、手話通訳者の養
成等を行う。

【H30年度目標】
手話通訳者設置数 １人

【H30年度実績】
手話通訳者設置数 １人

達 成

障がい者の就労支援
(H25～H29）
（複数市町村）

市町村事業
ソフト交付金

57百万円
（46百万円）

障害のある方が従事する施設で製
造する商品等の販売所設置や商品
開発支援、障がい者就労支援施設
の整備に向けた支援サービスの検
討

新商品開発件数、障がい者
活動支援員の配置等

【H25～H29年度実績】
達成市町村の割合100％

達 成

主な予算事業
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政策ツール 背景・要因の分析

(8)登録手話通訳者・要約筆記者の
数
【進展遅れ】

手話通訳者や要約筆記者は、沖
縄県が実施する養成研修を受講し、
かつ全国統一試験に合格した者が
登録される仕組みとなっている。現
状としては、全国統一試験の合格
者が少なく、受験者向けの試験対
策が不十分である可能性が考えら
れる。

将来像 Ⅱ 心豊かで、安全・安心に暮らせる島

基本施策番号・名称 ２-(３) 健康福祉セーフティネットの充実

施策展開番号・名称 ２-(３)-イ 障害のある人が活動できる環境づくり

沖縄２１世紀ビジョン基本計画等 検証シート
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成果指標 背景・要因の分析

(1)完全失業率（年平均）
【達成】
県では、特に失業率の高かった若
年者をはじめ、女性やひとり親世帯、
高齢者、障害者、就職困難者といっ
た幅広い求職者等に対してきめ細
かい就職支援を実施するとともに、
企業とのマッチングや正規雇用の
促進、総合的な就業支援拠点の整
備等に積極的に取り組んだ。また、
平成24年以降、県経済の拡大や観
光客数が好調に推移したことで、有
効求人倍率も１倍を超え、就業者数
は８万人増加し、本県の長年の課
題であった完全失業率は３％台まで
改善しており、目標値を達成した。

(2)離職率
【達成】
働きやすい職場環境の整備など
雇用の質の改善を図るために非正
規従業員の正規雇用化を支援する
専門家派遣事業、人材育成・雇用
環境に優れた企業を認証する事業
等を実施したこと、職業観の形成や
就業意識の向上による就職支援、
高校生・大学生を対象としたイン
ターンシップの実施など、若年就業
者の早期離職防止のための定着支
援を実施したこと等が要因であると
考えられる。

政策ツール

成 果 指 標 目標値（R3年度） 基準値 実績値 達成状況

1. 完全失業率（年平均） 4.0％ 7.1％（H23） 3.4%（H30) 達 成

2. 離職率 5.2％ 7.7％(H19） 4.7％(H29) 達 成

主な予算事業

事業・取組
（事業年度）

事業の種別
事業費
（うち国費）

事業の概要 目標値 実績値 達成状況

パーソナル・サポート事
業（H25～R３）
（商工労働部）

県事業
ソフト交付金

663百万円
（530百万円）

就職困難者等に対し、専門
相談員が個別的・継続的
に関わり、就労し、自立す
るまでを支援する

【H30年度目標】
・相談者実人数：560人
・延べ相談件数：7,200件
・新規就職決定者数：280人

【H30年度実績】
・相談者実人数：1,219人
・延べ相談件数：19,831件
・新規就職決定者数：549人

達 成

事業主向け雇用支援事
業（H29～R１）
（商工労働部）

県単事業
55百万円
（－）

国や県、市町村等が行う
雇用支援等の活用に向け、
専門家による事業主向け
雇用相談等を実施

【H30年度目標】
相談支援件数 2,750件

【H30年度実績】
相談支援件数 2,836件

達 成

沖縄県キャリアセンター
（H24～）
（商工労働部）

県単事業
537百万円
（－）

キャリアコーチによる個別
相談や就職支援ｾﾐﾅｰ開催
などｷｬﾘｱ教育から就職ま
での一貫した支援を実施

【H30年度目標】
沖縄県キャリアセンター利用
延べ人数 20,000件

【H30年度実績】
沖縄県キャリアセンター利
用延べ人数 30,084件

達 成

沖縄型総合就業支援拠
点の機能強化
（H27～H30）
（商工労働部）

県事業
ソフト交付金

1,214百万円
（702百万円）

総合的な就業支援拠点
（グッジョブセンターおきな
わ）を移転整備し、生活か
ら就職までをワンストップで
支援する機能を強化する

【H30年度目標】
旭橋都市再開発地区へ移
転（H30.11月供用開始）
相談件数 27,200件

【H30年度実績】
旭橋都市再開発地区へ移
転（H30.10月供用開始）
相談件数 38,554件

達 成

ミスマッチ解消等に向け
た取組（H24～H29）
（商工労働部）

県事業
ソフト交付金

1,183百万円
（938百万円）

求職者に対し、職場訓練等
の適切なメニューを提供し、
効果的な就職支援を実施
する

【H29年度目標】
講座等受講者数 270人

【H29年度実績】
講座等受講者数 264人

達 成

新規学卒者等総合就職
支援事業（H24～R３）
（商工労働部）

県事業
ソフト交付金

1,410百万円
（1,128百万円）

各大学等６校に専任ｺｰﾃﾞｨ
ﾈｰﾀｰを配置し、個別対応
による就職活動支援を実
施

【H30年度目標】
専任コーディネーターの支
援による内定率 85％

【H30年度実績】
専任コーディネーターの支
援による内定率 85.9％

達 成

将来像 Ⅲ 希望と活力にあふれる豊かな島

基本施策番号・名称 ３-(10) 雇用対策と多様な人材の確保

施策展開番号・名称 ３-(10)-ア 雇用機会の創出・拡大と求職者支援

沖縄21世紀ビジョン基本計画等 検証シート
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政策ツール 背景・要因の分析

将来像 Ⅲ 希望と活力にあふれる豊かな島

基本施策番号・名称 ３-(10) 雇用対策と多様な人材の確保

施策展開番号・名称 ３-(10)-ア 雇用機会の創出・拡大と求職者支援

沖縄21世紀ビジョン基本計画等 検証シート

事業名
（事業年度）

事業の種別
事業費
（うち国費）

事業の概要 目標値 実績値 達成状況

若年者ジョブトレーニン
グ事業（H24～R2）
（商工労働部）

県事業
ソフト交付金

1,108百万円
（886百万円）

若年求職者を対象に研修
や職場訓練等、就職・定着
支援を行い、スキル向上と
ﾐｽﾏｯﾁ解消を図る

【H30年度目標】
・講座等受講者数110人
・本事業支援による就職率
75％

【H30年度実績】
・講座等受講者数 69人
・職場訓練等による就職率
86.5％

達 成

子育て世帯・中高年齢
者就職総合支援事業
（H30～R２）
（商工労働部）

県事業
ソフト交付金

32百万円
（26百万円）

ひとり親世帯や中高年齢者
を対象に個々の職業経験
及び能力、生活の状況や
働き方の希望等に応じた研
修と職場訓練を実施

【H30年度目標】
・事前研修受講者数 50人
・本事業による就職率 85％

【H30年度実績】
・事前研修受講者数 65人
・本事業による就職率 72％

達 成

地域巡回マッチングプロ
グラム事業（H24～R２）
（商工労働部）

県事業
ソフト交付金

254百万円
（203百万円）

通常の職業紹介事業がカ
バーできない地域や企業を
中心に、マッチングの機会
を提供する

【H30年度目標】
・合同説明会・面接会の参加
求職者数 326人
・参加企業数 138社
・参加求職者の就職率 8.3％

【H30年度実績】
・合同説明会・面接会の参加
求職者数 512人
・参加企業数 189社
・参加求職者の就職率 9.2％

達 成

県内企業雇用環境改善
支援事業（H24～R３）
（商工労働部）

県事業
ソフト交付金

36百万円
（29百万円）

県内企業が行う企業内雇
用環境（雇用の質）を改善
し、離職率と完全失業率の
低下に資する人材育成の
取り組みを支援する

【H30年度目標】
・人材育成認証企業数 20社
・講座修了企業数 60社

【H30年度実績】
・人材育成認証企業数 ７社
・講座修了企業数 58社

概ね達成

正規雇用化企業応援事
業（H27～R１）
（商工労働部）

県事業
ソフト交付金

21百万円
（17百万円）

非正規従業員の正規雇用
化を図るため、県内企業に
対し、従業員研修に係る費
用（旅費及び宿泊費）の一
部を助成する

【H30年度目標】
・本事業により正規雇用化さ
れた従業員数 55人

【H30年度実績】
・本事業により正規雇用化さ
れた従業員数 57人

達 成

正規雇用化サポート事
業（H28～R２）
（商工労働部）

県事業
ソフト交付金

92百万円
（73百万円）

既存従業員の正規雇用化
を検討する企業に対し、専
門家派遣による正規雇用
化の支援を行う

【H30年度目標】
本事業の支援による正社員
転換人数 60人

【H30年度実績】
本事業の支援による正社員
転換人数 83人

達 成

生涯現役スキル活用型
雇用推進事業
（H30～R3）
（商工労働部）

県単事業
44百万円
（－）

高年齢者の持つスキルを
継承・活用した人材育成や
人材定着を図り、県内企業
の活性化につなげる。

【H30年度目標】
支援企業数（助成金活用、セ
ミナー等参加企業） 200社

【H30年度目標】
支援企業数（助成金活用、セ
ミナー等参加企業） 372社

達 成

U・IターンIT技術者確保
支援（H26～R1）
（商工労働部）

県事業
内閣府補助

281百万円
（191百万円）

県内IT企業が行うＵＩターン
人材の採用を支援するた
め、専用サイトによる情報
発信、求人求職情報の収
集、就職イベントの開催等
を実施

【H30年度目標】
ＵＩターンＩＴ技術者面接件数
70件

【H30年度実績】
ＵＩターンＩＴ技術者面接件数
121件

達 成

主な予算事業

13

uehatkto
四角形



政策ツール 背景・要因の分析

将来像 Ⅲ 希望と活力にあふれる豊かな島

基本施策番号・名称 ３-(10) 雇用対策と多様な人材の確保

施策展開番号・名称 ３-(10)-ア 雇用機会の創出・拡大と求職者支援

沖縄21世紀ビジョン基本計画等 検証シート

事業名
（事業年度）

事業の種別
事業費
（うち国費）

事業の概要 目標値 実績値 達成状況

就労支援センター事業
(H25～R3)
（沖縄市）

市町村事業
ソフト交付金

189百万円
（142百万円）

求職者を対象に就労相談
や就労支援講座等の開催
及び職場体験のコーディ
ネート、職業斡旋を行う

【平成29年度目標】
就職決定者数 700人

【平成29年度実績】
就職決定者数 706人 達 成

雇用促進施設整備事業
(H26～H28)
（沖縄市）

市町村事業
ソフト交付金

1,249百万円
（465百万円）

大型空き店舗を取得し、企
業へのレンタルオフィスな
どを備えた雇用促進施設と
して整備する

建物等取得、修繕・改修工事
の完了

【H26～H28年度実績】
建物等取得、修繕・改修工事
の完了

達 成

主な予算事業
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政策ツール 背景・要因の分析

将来像 Ⅲ 希望と活力にあふれる豊かな島

基本施策番号・名称 ３-(10) 雇用対策と多様な人材の確保

施策展開番号・名称 ３-(10)-ア 雇用機会の創出・拡大と求職者支援

沖縄21世紀ビジョン基本計画等 検証シート

税制等

軽減措置の名称
適用数量・金額
（24～29年度）

目標値（33年度） 実績値 達成状況

沖振法条文番号・見出し 実施主体 成果（例）

§82
地域雇用開発促進法の
特例

国等

地方公共団体 雇用開発促進法に基づく地域雇用開発計画（北部、中部、南部、宮古、八重山）の策定

努力義務・配慮義務・特例措置
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成果指標 背景・要因の分析

(1)若年者の完全失業率
【達成】

若年者の完全失業率は、平成23
年度の11.3％から平成30年度は
6.3％と全国の改善幅（3.5ﾎﾟｲﾝﾄ）を
上回るペースで改善している。

その主な要因としては、県経済の
拡大等に加え、高校生・大学生等へ
のインターンシップ等を通じて幅広
い職業観の育成や就業意識の向上
を図るとともに、若年者へのジョブト
レーニング等を通じて求職者のスキ
ルアップやミスマッチの解消に努め
るなど、きめ細かな支援に取り組ん
だことが考えられる。

(2)新規学卒者の就職内定率（高
校）
【達成見込】

高校生の就職内定率は、平成23
年3月卒の86.6%から平成30年3月卒
は96.5％となっており、改善傾向で
推移している

その主な要因としては、県経済の
拡大等に加え、地域や産業界、教
育機関等との連携を図りながらキャ
リア教育を推進するとともに、高校
生に対するインターンシップを実施
するなど、職業観の形成や就業意
識の向上に重点的に取り組んだこと
が考えられる。

政策ツール

成 果 指 標 目標値（33年度） 基準値 実績値 達成状況

1. 若年者の完全失業率 7.2％ 11.3％（H23) 6.3％（H30） 達 成

2. 新規学卒者の就職内定率（高校） 98.0％ 86.6％（H23年3月卒） 96.5％（H30年3月卒） 達成見込

3. 新規学卒者の就職内定率（大学等） 90.0％ 73.6％（H23年3月卒） 87.0％（H30年3月卒） 達成見込

4. 新規学卒１年目の離職率（高校） 20.0％ 29.5％（H22年卒） 23.8％（H29年卒） 進 展

5. 新規学卒１年目の離職率（大学） 13.0％ 25.2％（H22年卒） 14.6％（H29年卒） 達成見込

主な予算事業

事業・取組
（事業年度）

事業の種別
事業費

（うち国費）
事業の概要 目標値 実績値 達成状況

沖縄県キャリアセンター
（H24～）

（商工労働部）
県単事業

537百万円
（－）

キャリアコーチによる個別
相談や就職支援ｾﾐﾅｰ開
催などｷｬﾘｱ教育から就職
までの一貫した支援を実施

【H30年度目標】
沖縄県キャリアセンター利
用延べ人数 20,000件

【H30年度実績】
沖縄県キャリアセンター利
用延べ人数 30,084件

達 成

沖縄型産学官・地域連携
グッジョブ事業
（H24～R33）
（商工労働部）

県事業
ソフト交付金

696百万円
（557百万円）

職業体験やｼﾞｮﾌﾞｼｬﾄﾞｳｲﾝ
ｸﾞなど独自のキャリア教育
を推進する地域に対して補
助を実施

【H30年度目標】
・ｱﾝｹｰﾄにおける就業意識
の改善 ７割以上
・事業参加者数 2,000名
・地域協議会のｺｰﾃﾞｨﾈｰ
ﾀｰ研修・協議会関係者
ﾌｫｰﾗﾑ参加者数 120人

【H30年度実績】
・ｱﾝｹｰﾄにおける就業意識
の改善 ８割
・事業参加者数 5,083名
・地域協議会のｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ
研修・協議会関係者ﾌｫｰﾗﾑ
参加者数 131人

達 成

若年者ジョブトレーニング
事業（H24～R2）
（商工労働部）

県事業
ソフト交付金

1,108百万円
（886百万円）

若年求職者を対象に研修
や職場訓練等、就職・定着
支援を行い、スキル向上と
ﾐｽﾏｯﾁ解消を図る

【H30年度目標】
・本事業による就職率：
75％

【H30年度実績】
職場訓練等による
就職率：86.5％

達 成

未来の産業人材育成事業
（H26～R3）
（商工労働部）

県事業
ソフト交付金

150百万円
（120百万円）

産業界と小中学校をつなぐ
ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰを配置し、職業
人講話、出前講座、企業見
学ツアーを実施

【H30年度目標】
・職業人講話等参加児童
数：6,000人

【H30年度実績】
・職業人講話等参加児童
数：7,006人

達 成

インターンシップ推進事業/
インターンシップ拡大強化
事業（H20～）
（商工労働部）

県単事業
85百万円

（－）
高校生を対象に県外の企
業でｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟを実施

【H30 年度】
・職場体験実施率：100％
・県外IS派遣数：70人

【H30年度実績】
・職場体験実施率：100％
・県外IS派遣数：71人

達 成

おきなわ企業魅力発見事
業（H26～H30）
（商工労働部）

県事業
ソフト交付金

167百万円
（134百万円）

大学生を対象に県内中小
企業でのｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟを実
施し、中小企業への就職
促進を図った

【H30年度目標】
大学生等の企業体験者数
300人

【H30年度実績】
大学生等の企業体験者数
146人

進展遅れ

将来像 Ⅲ 希望と活力にあふれる豊かな島

基本施策番号・名称 3-（10） 雇用対策と多様な人材の確保

施策展開番号・名称 ３-(10)-イ 若年者の雇用促進

沖縄21世紀ビジョン基本計画等 検証シート
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政策ツール 背景・要因の分析

(3)新規学卒者の就職内定率（大学
等）
【達成見込】

大学生等の就職内定率は、平成
23年3月卒の73.6%から平成30年3月
卒は87％となっており、改善傾向で
推移している。

その主な要因としては、県経済の
拡大等に加え、大学生等を対象とし
た国内外でのインターンシップの実
施により幅広い職業観の形成や就
業意識の向上を図るとともに、県内
大学等に専任コーディネーターを配
置して個別支援を行うなどの取組を
強化したことが考えられる。

(4)新規学卒１年目の離職率（高校）
【進展】

全日制県立高校59校全てでイン
ターンシップを実施し、職業観・勤労
観や社会人としての基本的なマ
ナーやコミュニケーション能力の育
成に取り組んだほか、合同企業説
明会や求人開拓を実施し、また、平
成24年度から平成30年度にかけて
定着支援セミナーを164回（参加者
数3,693人）実施しており、離職率の
改善に寄与したものと考えられる。

将来像 Ⅲ 希望と活力にあふれる豊かな島

基本施策番号・名称 3-（10） 雇用対策と多様な人材の確保

施策展開番号・名称 ３-(10)-イ 若年者の雇用促進

沖縄21世紀ビジョン基本計画等 検証シート

努力義務・配慮義務・特例措置

沖振法条文番号・見出し 実施主体 成果（例）

§82
地域雇用開発促進法の
特例

国等

・沖縄の区域内において、事業者等の設置・整備に伴い、沖縄県内に居住する35歳未満の若年休職者を
雇用する事業主に対して助成金を交付しており、沖縄県における雇用構造の改善、若年者の雇用拡大に
寄与した。
・地域雇用開発助成金（沖縄若年者雇用促進コース）の助成金交付実績

H27年度： 71件（164百万円） 、 H28年度：189件（268百万円） 、 H29年度：113件（193百万円）

地方公共団体 雇用開発促進法に基づく地域雇用開発計画（北部、中部、南部、宮古、八重山）の策定

事業名
（事業年度）

事業の種別
事業費

（うち国費）
事業の概要 目標値 実績値 達成状況

若年無業者職業基礎訓
練事業（H24～）

県事業
ソフト交付金

205百万円
（164百万円）

若年無業者（ﾆｰﾄ）に対し
職業的自立を促すため基
礎的な職業訓練等を実施

【H30年度目標】
訓練受講者の内（68名）、
若年無業者状態からの
改善：90%

【H30年度実績】
訓練受講者の内（67名）、
若年無業者状態からの
改善：85.1%

概ね達成

新規学卒者等総合就職
支援事業（H24～R3）
（商工労働部）

県事業
ソフト交付金

1,410百万円
（1,128百万円）

各大学等６校に専任ｺｰﾃﾞｨ
ﾈｰﾀｰを配置し、個別対応
による就職活動支援を実
施

【H30年度目標】
専任コーディネーターの
支援による内定率85%

【H30年度実績】
専任コーディネーターの
支援による内定率85.9％

達 成

大学生等海外インター
ンシップ事業
（H24～R3）
（商工労働部）

県事業
ソフト交付金

449百万円
（359百万円）

県内若年者を対象にアジ
アを中心とした海外でのｲﾝ
ﾀｰﾝｼｯﾌﾟを実施

【H30年度目標】
派遣者数：106人

【H30年度実績】
派遣者数：106名
H24～H30延べ：938人

達 成

若年者就労等支援事業
(H24～R3）
（沖縄市）

市町村事業
ソフト交付金

88百万円
（71百万円）

沖縄市の小中高校生の勤
労観・職業観の育成を図る
ため、産学官、地域連携に
よるキャリア支援事業を実
施

【H29年度目標】
・事業参加者数 200人
・アンケートにおける就業
意識の向上

【H29年度実績】
・事業参加者数 1,344人
・事業実施後ｱﾝｹｰﾄで
93.4%が改善効果有

達 成

主な予算事業
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政策ツール 背景・要因の分析

(5)新規学卒１年目の離職率（大学）
【達成見込】

県内大学等に専任コーディネー
ターを配置したほか、沖縄県キャリ
アセンターにおける就職支援やイン
ターンシップを実施し、特に県内中
小企業に対し、インターンシッププロ
グラムや活用方法等を提案したこと
で、学生の意識の向上も含めて効
果的なインターンシップが促進され
たと思われる。

また、平成24年度から平成30年度
にかけて定着支援セミナーを164回
（参加者数3,693人）実施しており、
離職率の改善に寄与したものと考

えられる。

将来像 Ⅲ 希望と活力にあふれる豊かな島

基本施策番号・名称 3-（10） 雇用対策と多様な人材の確保

施策展開番号・名称 ３-(10)-イ 若年者の雇用促進

沖縄21世紀ビジョン基本計画等 検証シート
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成果指標 背景・要因の分析

(1)県立職業能力開発校の
訓練修了者の就職率
【達成】
県立職業能力開発校が行う職業
訓練は、地域産業の人材育成ニー
ズに応じた訓練内容となっており、
職業に必要な技能及び関連知識を
習得することが可能となっているこ
とから、求人と求職者の技能・能力
のミスマッチが解消され、目標値を
達成したと考えている。
例年270～300人の方が職業訓練
を修了し、主に自動車整備や建設
業、IT関連産業などに就職している。
また、最近の雇用情勢の改善等も
成果指標の達成に寄与したものと
考えている。

(2)委託訓練修了者の就職率
【達成】
沖縄県職業能力開発校、民間教
育訓練機関及びハローワークとの
連携等により、訓練生への就職相
談や職業紹介など、就職支援の強
化を図ったことが、目標値を達成し
たものと考えている。
また、最近の雇用情勢の改善等も
成果指標の達成に寄与したものと
考えている。

政策ツール

成 果 指 標 目標値（33年度） 基準値 実績値 達成状況

1. 県立職業能力開発校の訓練修了者の就職率 90.0％ 85.9％（H22) 94.4％（H30） 達 成

2. 委託訓練修了者の就職率 75.0％ 67.8％（H22） 82.8％（H30） 達 成

3. 若年無業者率（15～34歳人口に占める無業者の割合） 1.50％ 1.91％（H17） 1.95％（H27） 進 展

主な予算事業

事業・取組
（事業年度）

事業の種別
事業費
（うち国費）

事業の概要 目標値 実績値 達成状況

県立職業能力開発校運
営費 （H24～）
（商工労働部）

県事業
各省補助

727百万円
（570百万円）

県立職業能力開発校にお
いて、若年者、離職者等を
対象に職業訓練を実施し、
技能労働者の育成を図る

【H30年度目標】
県立職業能力開発校修了者
の就職率 90.0％

【H30年度実績】
県立職業能力開発校修了者
の就職率 94.4％

達 成

県立職業能力開発校整
備事業（H24～）
（商工労働部）

県事業
各省補助

412百万円
（196百万円）

訓練内容の向上や良好な
訓練環境の整備保全を図
るため、国の整備基準に
基づき県立職業能力開発
校の施設や訓練機械器具
等を整備する

【H30年度目標】
施設の改修工事 4件
訓練機器の整備 175点

【H30年度実績】
施設の改修工事 3件
訓練機器の整備 193点

概ね達成

職業能力開発援護措置事
業（S52～）
（商工労働部）

県事業
各省補助

433万円
（433万円）

障害者やひとり親家庭の
母等に対し、公共職業訓
練期間中の訓練手当を支
給し、経済的負担を軽減す
ることで、知識・技能習得
及び雇用促進を図る

【H30年度目標】
訓練手当支給対象者154人

【H30年度実績】
訓練手当支給対象者98人

進 展

緊急委託訓練事業
（H14～ ）
（商工労働部）

県事業
ソフト交付金

2780百万円
（2780百万円）

職業能力の開発を必要と
する者に対して専修学校
等の民間教育訓練機関を
活用した職業訓練により、
早期就職を支援する

【H30年度目標】
・訓練修了者の就職率75％

【H30年度実績】
・訓練修了者の就職率
82.8％

達 成

若年無業者職業基礎訓
練事業（H24～）

県事業
ソフト交付金

205百万円
（164百万円）

若年無業者（ﾆｰﾄ）に対し
職業的自立を促すため基
礎的な職業訓練等を実施

【H30年度目標】
・訓練受講者（68名）の内、
若年無業者状態からの
改善率 90％以上

【H30年度実績】
・訓練受講者の内（67名）、
若年無業者状態からの
改善率 85.1％

概ね達成

将来像 Ⅲ 希望と活力にあふれる豊かな島

基本施策番号・名称 3-（10） 雇用対策と多様な人材の確保

施策展開番号・名称 ３-(10)-ウ 職業能力の開発

沖縄21世紀ビジョン基本計画等 検証シート
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政策ツール 背景・要因の分析

(3)若年無業者率（15～34歳人口に
占める無業者の割合）
【進展】
県、国、ＮＰＯ法人等の関係機関
が連携し、生活面から就労支援な
ど多様な支援を行っており、成果指
標は国勢調査（5年毎）の数値を目
標値としているが、毎年行われる労
働力調査において、若年無業者率
は、平成27年の4.0％から平成30年
は3.1％と0.9ポイント改善している。
また、主な予算事業の若年無業者
職業基礎訓練事業において、無業
者状態からの改善率が７年間平均
では91.6％と事業目標値（90％以
上）を達成している。

上記の改善状況により、達成状況
は進展と考えている。

将来像 Ⅲ 希望と活力にあふれる豊かな島

基本施策番号・名称 3-（10） 雇用対策と多様な人材の確保

施策展開番号・名称 ３-(10)-ウ 職業能力の開発

沖縄21世紀ビジョン基本計画等 検証シート

努力義務・配慮義務・特例措置

沖振法条文番号・見出し 実施主体 成果（例）

事業名
（事業年度）

事業の種別
事業費
（うち国費）

事業の概要 目標値 実績値 達成状況

訓練機会の少ない離島
地域での職業訓練
（H14～ ）
（商工労働部）

県事業
各省補助

140百万円
（140百万円）

宮古・八重山地域において、
職業能力開発を必要とす
る者に対し、民間教育訓練
機関を活用した職業訓練
を実施する

【H30年度目標】
緊急委託訓練修了者の
就職率 75％

【H30年度実績】
緊急委託訓練修了者の
就職率 92.5％

達 成

障害者能力開発事業
（H18～）
（商工労働部）

県事業
各省補助

225万円
（225万円）

障害者就労支援のノウハ
ウを有する社会福祉法人、
特定非営利活動法人、企
業等と連携し職業訓練を
実施する

【H30年度目標】
職業訓練受講者数108人

【H30年度実績】
職業訓練受講者数 60人

進 展

主な予算事業
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成果指標 背景・要因の分析

(1)正規雇用者（役員を除く）の割合
【進展】
正規雇用の拡大を図るため、非正
規従業員の正規雇用化を図る県内
企業に対し、従業員研修費用の
一部助成や専門家派遣を実施し、
平成30年度までに527人の正規雇
用化が図られており、人手不足を背
景とした企業における人材確保に向
けた取組が促進されたことと連動し
て、正規雇用者（役員を除く）の割合
の改善に寄与したものと考える。

(2)ワーク・ライフ・バランス認証制度
企業数
【達成】
平成31年4月施行の働き方改革関
連法の施行に伴い、年次有給休暇
の取得や長時間労働の規制等が報
道等で取り上げられる機会も増えた
ことから、ワーク・ライフ・バランスに
ついての関心は従前よりも高まって
いることや、県においても、各種セミ
ナーや相談会の開催、社労士等の
専門家派遣などを実施し、企業の取
組を支援したことにより、認証企業
数の増加につながったと考える。

政策ツール

成 果 指 標 目標値（33年度） 基準値 実績値 達成状況

1. 正規雇用者（役員を除く）の割合 90.0％ 59.6％（H25） 61.4％（H30） 進 展

2. ワーク・ライフ・バランス認証制度企業数 90社 29社（H23） 84社（H30） 達 成

主な予算事業

事業・取組
（事業年度）

事業の種別
事業費
（うち国費）

事業の概要 目標値 実績値 達成状況

非正規労働者処遇改善
事業（H28～）
（商工労働部）

県事業
ソフト交付金

58百万円
（46百万円）

県内企業における働きや
すい環境整備を促進する
ため、中小企業に対する専
門家派遣、労働条件の周
知・啓発を実施

【H30年度目標】
・専門家派遣企業数 20社
・専門家派遣企業の労働
環境改善目標達成 100％

【H30年度実績】
・専門家派遣企業数 20社
・専門家派遣企業の労働環境
改善目標達成率 100％

達 成

正規雇用化企業応援事
業（H27～R１）
（商工労働部）

県事業
ソフト交付金

21百万円
（17百万円）

非正規従業員の正規雇用
化を図るため、県内企業に
対し、従業員研修に係る費
用（旅費及び宿泊費）の一
部を助成する

【H30年度目標】
・本事業により正規雇用
化された従業員数 55人

【H30年度実績】
・本事業により正規雇用化さ
れた従業員数 57人

達 成

正規雇用化サポート事
業（H28～R２）
（商工労働部）

県事業
ソフト交付金

92百万円
（73百万円）

既存従業員の正規雇用化
を検討する企業に対し、専
門家派遣による正規雇用
化の支援を行う

【H30年度目標】
本事業の支援による正社
員転換人数 60人

【H30年度実績】
本事業の支援による正社員
転換人数 83人

達 成

県内企業雇用環境改善
支援事業（H24～R３）
（商工労働部）

県事業
ソフト交付金

36百万円
（29百万円）

県内企業が行う企業内雇
用環境（雇用の質）を改善
し、離職率と完全失業率の
低下に資する人材育成の
取り組みを支援

【H30年度目標】
・人材育成認証企業数
20社
・講座修了企業数 60社

【H30年度実績】
・人材育成認証企業数 ７社
・講座修了企業数 58社

概ね達成

ワーク・ライフ・バランス
推進事業（H23～）
（商工労働部）

県単事業
65百万円
（０百万円）

経営者向けセミナーやパン
フレット作成配布を通した
周知啓発及び企業への専
門家派遣などﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞ
ﾗﾝｽ取組支援を実施

【H30年度目標】
・専門家派遣企業数10社
・セミナー開催 １回

【H30年度実績】
・専門家派遣企業数26社
・セミナー開催 ６回
（参加者数延べ53人）

達 成

将来像 Ⅲ 希望と活力にあふれる豊かな島

基本施策番号・名称 3-（10） 雇用対策と多様な人材の確保

施策展開番号・名称 ３-(10)-エ 働きやすい環境づくり

沖縄21世紀ビジョン基本計画等 検証シート
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政策ツール 背景・要因の分析

将来像 Ⅲ 希望と活力にあふれる豊かな島

基本施策番号・名称 3-（10） 雇用対策と多様な人材の確保

施策展開番号・名称 ３-(10)-エ 働きやすい環境づくり

沖縄21世紀ビジョン基本計画等 検証シート

努力義務・配慮義務・特例措置

沖振法条文番号・見出し 実施主体 成果（例）

事業名
（事業年度）

事業の種別
事業費
（うち国費）

事業の概要 目標値 実績値 達成状況

女性のおしごと応援事
業（H27～）
（商工労働部）

県事業
ソフト交付金

155百万円
（124百万円）

仕事に関する相談やセミ
ナー等の開催、働き続けら
れる環境整備に向けた取
組等、女性の「多様な働き
方」を総合的に支援する。

【H30年度目標】
・年間相談件数870件以上
・ｾﾐﾅｰ満足度 80％以上
（「非常に立った」「役立っ
た」）の割合）
・取組による効果が出た支
援企業の割合80％以上

【H30年度実績】
・年間相談件数788件
・ｾﾐﾅｰ満足度 96.5％
・取組による効果が出た
支援企業の割合100％

達 成

安定的な労使関係の形
成のための取組
（S48～）
（商工労働部）

県単事業 90百万円
（0百万円）

沖縄県女性就業・労働相
談センターにおいて、労働
者及び使用者からの労働
全般にわたる相談対応を
行う。

【H30年度目標】
・労使ｾﾐﾅｰ開催数 ５回
・労働相談（移動相談含む）
の実施

【H30年度実績】
労使ｾﾐﾅｰ開催 21回
労働相談件数 621件

達 成

主な予算事業
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成果指標 背景・要因の分析

(1)就業者数
【達成】
県では、みんなでグッジョブ運動を
中心とした産業振興や企業誘致に
取り組んだ他、女性・高齢者・障害
者・就職困難者等の幅広い求職者
等に対するきめ細かい就職支援や
正規雇用の促進に積極的に取り組
んだ。また、平成24年以降、県経済
の拡大や観光客数が好調に推移し、
企業の求人増がうまくかみ合うこと
で、有効求人倍率も１倍を超え、就
業者数は８万人増加し、目標値を達
成した。

(2)新規学卒者の就職内定率（高
校）
【達成見込】
高校生の就職内定率は、平成23
年3月卒の86.6%から平成30年3月卒
は96.5％となっており、改善傾向で
推移している
その主な要因としては、県経済の
拡大等に加え、地域や産業界、教
育機関等との連携を図りながらキャ
リア教育を推進するとともに、高校
生に対するインターンシップを実施
するなど、職業観の形成や就業意
識の向上に重点的に取り組んだこと
が考えられる。

政策ツール

成 果 指 標 目標値（R3年度） 基準値 実績値 達成状況

1. 就業者数 69.0万人 62万人（H22年） 70.7万人（H30年） 達成

2. 新規学卒者の就職内定率（高校） 98.0％ 86.6％（H23年3月卒） 96.5％（H30年3月卒） 達成見込

3. 新規学卒者の就職内定率（大学等） 90.0％ 73.6％（H23年3月卒） 87.0％（H30年3月卒） 達成見込

主な予算事業

事業・取組
（事業年度）

事業の種別
事業費
（うち国費）

事業の概要 目標値 実績値 達成状況

グッジョブ連携協議会等
産学官で構成された協
議会の活動に対する側
面的支援（就業意識支
援環境づくり）
（Ｈ24～Ｒ３）
（商工労働部）

県事業
ソフト交付金

220百万円
（176百万円）

若年者等の就業意識向上
を目的に産学官・地域連
携協議会の設置を促進し、
地域の産学官連携による
就業意識向上の取組みを
支援する

【H30年度目標】
・地域協議会のｺｰﾃﾞｨﾈｰ
ﾀｰ研修・協議会関係者の
ﾌｫｰﾗﾑ参加者数 120人
・産学官・地域連携協議
会支援箇所数 １箇所

【H30年度実績】
・地域協議会のｺｰﾃﾞｨﾈｰ
ﾀｰ研修・協議会関係者
のﾌｫｰﾗﾑ参加者数 131
人
・産学官・地域連携協議
会支援箇所 １箇所

達 成

地域型就業意識向上支
援事業（Ｈ24～Ｒ３）
（商工労働部）

県事業
ソフト交付金

470百万円
（376百万円）

地域における若年者等の
就業意識向上を目的とし
た「地域の産学官等が連
携する仕組みづくり」を推
進し、就業意識の向上に
取り組む地域に対して支
援を行う

【H30年度目標】
・アンケートにおける就業
意識の改善 ７割
・事業参加者数 2,000人

【H30年度実績】
・アンケートにおける就業
意識改善 ８割
・事業参加数 5,083人

達 成

未来の産業人材育成事
業（就業意識支援環境
づくり）（Ｈ27～Ｒ３）
（商工労働部）

県事業
ソフト交付

150百万円
（120百万円）

沖縄の産業界の未来を担
う子ども達に、県内の主た
る産業の業界理解を促し、
早期からの興味関心を育
てる取組を行う

【H30年度目標】
・職業人講話等参加児童
数：6,000人

【H30年度実績】
・職業人講話等参加児童
数：7,006人

達 成

将来像 Ⅲ 希望と活力にあふれる豊かな島

基本施策番号・名称 ３-(10) 雇用対策と多様な人材の確保

施策展開番号・名称 ３-(10)-カ 沖縄県産業・雇用拡大県民運動（みんなでグッジョブ運動）の推進

沖縄２１世紀ビジョン基本計画等 検証シート

23

uehatkto
四角形

uehatkto
四角形

uehatkto
四角形



政策ツール 背景・要因の分析

(3)新規学卒者の就職内定率（大学
等）
【達成見込】
大学生等の就職内定率は、平成
23年3月卒の73.6%から平成30年3月
卒は87％となっており、改善傾向で
推移している。
その主な要因としては、県経済の
拡大等に加え、大学生等を対象とし
た国内外でのインターンシップの実
施により幅広い職業観の形成や就
業意識の向上を図るとともに、県内
大学等に専任コーディネーターを配
置して個別支援を行うなどの取組を
強化したことが考えられる。

将来像 Ⅲ 希望と活力にあふれる豊かな島

基本施策番号・名称 ３-(10) 雇用対策と多様な人材の確保

施策展開番号・名称 ３-(10)-カ 沖縄県産業・雇用拡大県民運動（みんなでグッジョブ運動）の推進

沖縄振興計画 検証シート

税制等

軽減措置の名称（対象年度）
適用数量・金額
（24～29年度）

目標値（33年度） 実績値（29年度） 達成状況

沖振法条文番号・見出し 実施主体 成果（例）

努力義務・配慮義務・特例措置

事業名
（事業年度）

事業の種別
事業費
（うち国費）

事業の概要 目標値 実績値 達成状況

主な予算事業
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